Ｅ社　就業規則は変更せず、セクシュアルハラスメントについての適用をパンフレット等で周知した例（その３）

【就業規則例】

（懲戒規定）

　第○条　懲戒の事由

　　　　従業員が次の各号のいずれかに該当する場合には、情状に応じ、譴責、減給、出勤停止又は懲戒解雇に処する。

　　　(1)　不正不義の行為をなし、従業員としての体面を汚したとき
(2)　法令、就業規則、服務規程その他会社の諸規程に違反するとき
　　　　(3)　他人に対して不法に辞職を強要しあるいはこれを教唆、扇動又は暴行脅迫を加え、もしくはその業務を妨害したとき
　　　　(4)　著しく風紀秩序を乱し、又は乱すおそれのあるとき

　　　　(5)、(6)　略

　　　　(7)　その他前各号に準ずる不適切な行為を行ったとき
【周知用のパンフレット、チラシ、社内報、社内ホームページ等の例】
○年　○月　○日

セクシュアルハラスメントは許しません！！

株式会社　○　○　○　　代表取締役社長　○　○

１　我が社はセクシュアルハラスメントを許しません！
２　すべての社員は、職場において下記の行為を行ってはならない！！
　(1)　性的な冗談、からかい、質問

　(2)　わいせつ図画の閲覧、配付、掲示

　(3)　性的な噂の流布

　(4)　身体への不必要な接触

　(5)　交際、性的な関係の強要

　(6)　性的な言動に対して拒否等を行った部下等の社員に対する不利益取扱い

　(7)　その他、他人に不快感を与える性的な言動

３　相談窓口
　　職場におけるセクシュアルハラスメントに関する相談（苦情を含む）窓口担当者は次の者です。

上記２に当たるかどうか微妙な場合も含め､ 広く相談に対応し､事案に対処します。

　　　　○○課　○山○子（内線○○、メールアドレス○○○）　（女性）

　　　　△△課　△川△男（内線△△、メールアドレス△△△）　（男性）

　　相談には公平に、プライバシーを守って対応しますので安心してご相談ください。

４　処分について
社員がセクシュアルハラスメントを行った場合は、就業規則第○条「懲戒の事由」の(1)～(4)に当たることとなり、処分されることがあります。

また、次の要素を総合的に判断し、処分を決定します。

　(1)　行為の具体的態様（時間・場所（職場か否か）・内容・程度）

　(2)　当事者同士の関係（職位等）

　(3)　被害者の対応（告訴等）・心情等

５　その他
相談者はもちろん、事実関係の確認に協力した方に不利益な取扱いは行いません。
★注意★

＊就業規則の懲戒規定等にセクシュアルハラスメントが明示されていない場合、セクシュアルハラスメントについての適用をパンフレット等で別途労働者に周知する方法です。

＊周知は、パートタイム労働者や派遣労働者を含むすべての労働者に、継続的に行うことが必要になります。

＊処分の決定に当たっての判断要素については、対処の内容を決定する場合に重視するセクシュアルハラスメント行為に含まれうる要素を示す必要があります。

（上記のほかに考えられる判断要素の例）
　　　　　　・　犯罪性の有無
　　　　　　・　反復・継続性
　　　　　　・　加害者の改悛の程度　　　など
就業規則の「懲戒規定」の懲戒事由にセクシュアルハラスメントは明示されていないが、①懲戒事由にセクシュアルハラスメントも含まれること及び②どのような性的言動が、どのような処分に相当するかについては、懲戒処分にあたっての判断要素を明らかにし、これをパンフレット等で周知することで措置を講じたことになります。








